
(2)各会計、関係団体の財政状況及び健全化判断比率（市町村）

一般会計等の財政状況（単位：百万円） 地方公社・第三セクター等の経営状況及び地方公共団体の財政的支援の状況（単位：百万円）
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※地方公共団体が損失補塡等を行っている出資法人で、健全化法の算出対象となっている団体については、○印を付与している。

公債費負担の状況（千円・％） 将来負担の状況（千円・％）

合計

合計

将来負担比率((エ)－(オ))／((イ)－(ウ))×１００

※平成20年度決算の元利償還金は特定財源の額を控除しており、満期一括償還地方債に係る年度割相当額は積立不足額を考慮して算定した額を含んでいる。

※実質公債費比率の((ア)－(ウ))は特定財源の額を控除している。

(単年度)

国営土地改良事業・森林総合研究所等が行う事業に係るもの

(イ)－(ウ)分母

社会福祉法人の施設建設費に係るもの

算入公債費等の額

健全化判断比率

損失補償・債務保証の履行に係るもの

-

-

-

将来負担比率

35.0

-

-

実質公債費比率

(ウ)

15.00

(3ヵ年平均)

実質公債費比率
((ア)－(ウ))／((イ)－(ウ))×１００

20.00

35.00

4,726,375

129,914

実質赤字比率

利子補給に係るもの

標準財政規模

350.0

- 20.00

財政再生基準

2.8 25.0

連結実質赤字比率

債

務

負

担

行

為

-

PFI事業に係るもの

地方公務員等共済組合に係るもの

いわゆる五省協定等に係るもの

平成22年度(再掲) 早期健全化基準

(イ)

3.6

-

2.84.4

3.8 2.7 2.0

4,408,208

- - - -

- - -

4,103,530

- -その他第三セクター等に係る将来負担額

- --

4,856,289 4,548,811 4,253,761

土地開発公社に係る将来負担額

-

-

-- -

-

-

地方道路公社に係る将来負担額

満期一括償還地方債に係る年度割相当額

公営企業債の元利償還金
に対する繰入金

組合等が起こした地方債の元利
償還金に対する負担金等

準

元

利

償

還

金
債務負担行為に基づく支出額（公債費に準ずるもの）

一時借入金の利子

合計

20,229 19,879 0.520,578

-

引き受けた債務の履行に係るもの

その他上記に準ずるもの

(ア)

内訳

その他上記に準ずるもの6,556,922

2,022,067

10,000

- -

11,628

- -

140,603 150,231

公社・
三セク等

--

-

10,412,320

1,639,844

390,389

183.1

1,668,594 1,687,032

-

8,772,476

-

-

- -

- -

8,225,516(オ)

充当可能基金 

充当可能特定歳入 

基準財政需要額算入見込額 41.1

371,257

7,514,239

農業集落排水処理施設事業特別会計- -

企業債等
繰入見込額

その他の会計

9,201,271

274,025

10,000

6.7

-

-

平成20年度 平成21年度 平成22年度

- - -

260,056 -

組合等連結実質赤字額負担見込額 分母比

233,732 202,500

充当可能財源等

-

-引き受けた債務の履行に係るもの

-

-

-

-- -

- -

-

-- --

-

-

1,648,989 -

損失補償・債務保証の履行に係るもの-

7.8

-

- -

-

4.9

-

-

森林総合研究所等が行う事業に係るもの

-- -

-

1.3 組合等負担等見込額 

374,5340.5

351,661 239,856

419,315

232,500社会福祉法人の施設建設費に係るもの

-

390,389 371,257

-

274,025 国営土地改良事業に係るもの

依頼土地の買い戻しに係るもの

-

321,331

217,500

- - -

- - -

61,301 61,494 53,483

28,512 公営企業債等繰入見込額 

292,451

6.70.7

30,578 31,857 19,879 退職手当負担見込額 

- -

26,921 27,082

将来負担額

-

-

(エ) 2,195,025

-

設立法人等の負債額等負担見込額 

連結実質赤字額 --

-

-

307,542

- - -

- -

- -

-

188,742 139,623 131,858 3.2

分母比

4.9

14.9

債

務

負

担

行

為

-

-

5.8

PFI事業に係るもの

-

地方公務員等共済組合に係るもの

一般会計等に係る地方債の現在高 611,277

債務負担行為に基づく支出予定額 

-

-217,500 202,500 いわゆる五省協定等に係るもの242,500-

721,544

分母比 平成20年度平成21年度 平成22年度平成20年度分母比 区分

835,941

－

平成21年度 平成22年度内訳

0 － － －3

区分 平成20年度 平成21年度 平成22年度

元利償還金

実質公債費比率　　（千円・％） 将来負担比率　　（千円・％）

5,920 10,825 239

－ －愛知県後期高齢者医療広域連合（後期高齢者医療特別会
計）

582,075 577,898 4,177 4,177 3,245

愛知県後期高齢者医療広域連合（一般会計） 7,891 7,719 171 171 3,194 － －

3,344 － 法適用企業－

海部地区急病診療所組合 160 132 28 28 － 37 0

2 0 0

海部南部水道企業団 2,176 2,077 99 1,234

－

海部南部広域事務組合（一般会計） 77 74 3 3 2 － －

－ －海部南部広域事務組合（障害者自立支援特別会計） 2

海部地区環境事務組合 6,396 6,293 103 103 7,384 219－

海部南部消防組合 1,007 929 77 77 － 60 20

－ －3 －

－

海部地区水防事務組合 32 29 3

－愛知県市町村職員退職手当組合 11,058 10,934

備考一部事務組合等名
総収益

（歳入）
総費用

（歳出）
純損益

（形式収支）

124 124 1,450

企業債（地方債）
現在高

左のうち
一般会計等
負担見込額

資金剰余額/不足額
（実質収支）

他会計等からの
繰入金

215 －351 351

連結実質赤字額

後期高齢者医療特別会計 49 48

151

1

111 351農業集落排水処理施設事業特別会計 292 141

－ －

－ －

151 351

0

－

－ －10 －

－

介護保険特別会計（サービス事業勘定） 1 1 0

1

－ －

－ － －

58 －

72 －介護保険特別会計（保険事業勘定） 317 298 19 19

老人保健特別会計 3 3 － －

国民健康保険特別会計 536 492 44 44

会計名
総収益

（歳入）

－ －

左のうち
一般会計等
繰入見込額

資金不足比率 備考
総費用

（歳出）
純損益

（形式収支）
企業債（地方債）

現在高
資金剰余額/不足額

（実質収支）
他会計等からの

繰入金

5,325 4,952 372 262

実質赤字額

611 －

－－ －

一般会計 5,324 海部津島土地開発公社 1 3 － － －

当該団体からの
補助金

77

備考
当該団体からの
債務保証に係る

債務残高

当該団体からの
出資金

純資産又は
正味財産

一般会計等
負担見込額

備考
当該団体からの
損失補償に係る

債務残高

平成22年度 愛知県飛島村

一部事務組合等 地方公社・第三セクター等

372

会計名 歳入

4,951

実質収支
他会計等からの

繰入金
当該団体からの

貸付金

61147 －0

地方公社・第三セクター等名 経常損益

公営企業会計等

土地取得特別会計 1 1 －

地方債
現在高

歳出 形式収支

262

一般会計等
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